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内容

１．ヒートポンプを取り巻く国際動向
（IEA特別レポート “The Future of Heat Pumps”）

２．国内寒冷地における活用拡大の可能性



内容

１．ヒートポンプを取り巻く国際動向
（IEA特別レポート “The Future of Heat Pumps”）

２．国内寒冷地における活用拡大の可能性



１．ヒートポンプを取り巻く国際動向

IEA特別レポート「The Future of Heat Pumps」
・2022年11月30日発行
・世界規模でヒートポンプに特化した初の報告書
・ヒートポンプは

「気候変動」
「エネルギー安全保障」
「エネルギー価格高騰」の解決の鍵となる技術。

その他、フレキシビリティや大気汚染改善にも貢献。
・ヒートポンプは世界中で急速に成長。

各国が導入を支援しており、今後も成長が見込まれる。
・更なる普及には初期費用、ランニングコスト、製造キャパ
シティー、設置業者不足等の課題に対し、取り組みが必要。

出典：The Future of Heat Pumps, IEA

https://www.iea.org/reports/the-future-of-heat-pumps


１．ヒートポンプを取り巻く国際動向

背景１ 暖房による化石燃料エネルギー消費とヒートポンプの拡大
■エネルギー源別 建築物暖房エネルギー需要（2021年） ■国・地域別家庭用暖房エネルギー源の構成（2021年）

出典：The Future of Heat Pumpsプレス会見, IEA 出典：The Future of Heat Pumps, IEA Figure 1.2

世界の建築物暖房の半分以上が化石燃料、主に天然ガス。ヒートポンプは10%のみ。
欧州では天然ガスが家庭用暖房エネルギーの半分弱を占める。（欧州では建築物の暖房が天然ガスの最大用途）

ヒートポンプ

石炭

石油

天然ガス

：天然ガス
：石油
：石炭
：電力
：地域暖房
：近代型なバイオエネルギー

https://www.iea.org/events/the-future-of-heat-pumps
https://www.iea.org/reports/the-future-of-heat-pumps


１．ヒートポンプを取り巻く国際動向

背景２ エネルギーセキュリティー
■欧州の天然ガス需要及びロシア産ガスのシェアの推移（2001-2021）■EUのロシア産天然ガスへの依存を減らすための10項目計画

（2022年3月3日）

出典：Gas Market and Russian Supply – Russian supplies to global energy markets – Analysis - IEA 出典：IEA

欧州の天然ガスのロシア依存が年々高まっていた（約3割）。
ウクライナ侵攻直後、IEAはEUガス脱ロシア依存の10項目計画を発表。ヒートポンプはその政策の柱の1つ。

■国内生産&パイプライン輸入
■LNG輸入
■ガス貯蔵90%
■既存施策の実施
■ヒートポンプ、省エネ、温度調節
■低排出電源

ガス依存削減10項目の効果

域内生産 ロシアからの供給 その他の供給 ロシア依存度

32%

158 bcm

https://www.iea.org/reports/russian-supplies-to-global-energy-markets/gas-market-and-russian-supply-2


１．ヒートポンプを取り巻く国際動向

背景３ エネルギー価格高騰
■エネルギー価格の動向（2020年9月～2022年9月）

コロナ禍からの経済回復、異常気象、供給制約などにより2021年後半よりエネルギー価格は上昇していたが、
2022年2月のウクライナ侵攻でさらに高騰。家庭（エネルギー貧困）や事業者の光熱費を抑える必要がある。

出典：World Energy Outlook, IEA Figure 2.1

https://www.iea.org/reports/world-energy-outlook-2022


１．ヒートポンプを取り巻く国際動向

IEAのシナリオ分析
■シナリオ別 エネルギー源別 世界の総エネルギー消費量の見通し

STEPS（公表政策シナリオ）：公表済みの具体的な政策が実行されるシナリオ
APS（表明誓約シナリオ） ：世界各国が表明したエネルギー・気候関係の誓約を期限通り達成するシナリオ
NZE（ネットゼロ排出2050シナリオ）： 2050年ネットゼロまで排出削減が進むシナリオ

出典：IEA



１．ヒートポンプを取り巻く国際動向

IEAのシナリオ分析
■シナリオ別 世界のエネルギー関連CO2排出量の推移

気温上昇を1.5℃に抑え込むためには、より一層の省エネ・クリーンエネルギー導入の取組み強化が必要
出典：World Energy Outlook 2022プレス会見, IEA

https://www.iea.org/events/world-energy-outlook-2022


１．ヒートポンプを取り巻く国際動向

分析結果 ヒートポンプは2030年に向けてさらに拡大
■ヒートポンプ売上高（容量）の2030年見通し（APSシナリオ）

各国のネットゼロ宣言を踏まえると（=APSシナリオ）、ヒートポンプの総容量は2030年に3倍となる。
出典：The Future of Heat Pumpsプレス会見, IEA

https://www.iea.org/events/the-future-of-heat-pumps


１．ヒートポンプを取り巻く国際動向

分析結果 省エネ、CO2削減（気候変動の観点）
■建物暖房・給湯用エネルギー需要の変化（2021～2030年） ■CO2排出削減量の推移（2021～2030年）

APSシナリオでは、2030年までの建物暖房・給湯エネルギー消費削減量の半分以上がヒートポンプによるもの
であり、天然ガスは80bcm削減され、2030年時点で500 MtのCO2排出削減に寄与すると見ている。

出典：The Future of Heat Pumpsプレス会見, IEA

https://www.iea.org/events/the-future-of-heat-pumps


１．ヒートポンプを取り巻く国際動向

分析結果 ガス需要の削減（エネルギーセキュリティーの観点）
■欧州のヒートポンプ設置台数（APSシナリオ） ■欧州のヒートポンプによる天然ガス削減量

ヒートポンプの設置の拡大によって、欧州の天然ガス需要は2025年に7bcm（大型パイプライン1本分）、
2030年には21bcm（現在のロシアからのガス輸入量の15%）削減可能

出典：The Future of Heat Pumps, IEA Figure 1.14

https://www.iea.org/reports/the-future-of-heat-pumps


１．ヒートポンプを取り巻く国際動向

分析結果 光熱費の削減（コストの観点）
■国・地域別 ガスボイラーからヒートポンプに切り替えた際の光熱費低減メリット（2021・2022年）

ヒートポンプは光熱費の削減にも寄与。（米国で年間300ドル、欧州で年間900ドル程度）
昨年のエネルギー高騰によって、そのメリットはますます拡大している。

出典：The Future of Heat Pumps, IEA Figure 3.3

https://www.iea.org/reports/the-future-of-heat-pumps


１．ヒートポンプを取り巻く国際動向

分析結果 デマンドレスポンスの供給源としての期待（その他の観点）
■EUの需給調整ニーズ最大時のヒートポンプ・他電力用途のDRポテンシャルおよびDR容量全体に対する割合（APSシナリオ）

APSシナリオでは、ヒートポンプは躯体の熱慣性や暖房システムとともに、ピーク電力を削減する重要な電力需
給調整源となる。

出典：The Future of Heat Pumps, IEA Figure 2.3

https://www.iea.org/reports/the-future-of-heat-pumps


１．ヒートポンプを取り巻く国際動向

課題 イニシャルコスト
■ヒートポンプとガスボイラーのライフサイクルコストの比較

ライフサイクルコストは安いが、初期投資が障壁→暖房需要の70%以上を占める国々で導入補助が利用可能。
ライフサイクルコストが安いことについては、消費者へのコミュニケーションも重要。

出典：The Future of Heat Pumpsプレス会見, IEA

https://www.iea.org/events/the-future-of-heat-pumps


１．ヒートポンプを取り巻く国際動向

課題 ランニングコスト
■（再掲）ガスボイラーからの切り替えによる光熱費低減メリット ■ランニングコスト低減策

ヒートポンプのランニングコストは既にガスボイラーより安価であるが、エネルギー課税のリバランシング、減
税、カーボンプライシング等によるヒートポンプの運転コストのさらなる低減が必要である。

エネルギー課税のリバランシング（オランダなど）
国によってはガスに有利なエネルギー課税が行われており、
ヒートポンプ等の脱炭素技術の採用を不利にしている。

ヒートポンプを使用する世帯の電気の減税（デンマーク）
住宅所有者、入居者が支払う電力量あたりの税率を大幅低減。

カーボンプライシング（スウェーデンなど）
世界20か国以上が建物セクターの炭素排出にプライシング。
スウェーデンでは1991年の炭素税導入により、油ボイラー
からヒートポンプに転換。

フレキシビリティを活用した電気料金（ダイナミック課金等）
住宅の断熱性能強化
適切な運転とメンテナンス

・主要暖房市場で、既にエネルギー危機前の時点でヒートポンプの
ランニングコストはガスボイラーよりも低かったが、エネルギー
危機によりガスボイラーに対するコスト削減効果は大きくなった。
（欧州では年間900 USD程度）

出典：The Future of Heat Pumps, IEA 3.2.2 Reducing operating costs (P.71-74)

出典：The Future of Heat Pumps, IEA Figure 3.3

https://www.iea.org/reports/the-future-of-heat-pumps
https://www.iea.org/reports/the-future-of-heat-pumps


１．ヒートポンプを取り巻く国際動向

課題 HPを担う人材の不足
■ヒートポンプサプライチェーンの雇用者数

ヒートポンプ関連の雇用は施工業者を中心に増加して2030年に3倍となる。
多くの国で、施工する職人の不足が課題となっており、その解決に向けた迅速な学び直し等が急務。

出典：The Future of Heat Pumps, IEA Figure 2.8

https://www.iea.org/reports/the-future-of-heat-pumps


１．ヒートポンプを取り巻く国際動向

政府の取り組み
■欧州各国におけるヒートポンプ導入の政策目標

ここ数年、欧州各国から野心的なヒートポンプ導入目標が次々に表明されている。
EUの「REPowerEU計画」では従来の導入目標が引き上げられた。

出典：The Future of Heat Pumps, IEA Table 1.1

https://www.iea.org/reports/the-future-of-heat-pumps


１．ヒートポンプを取り巻く国際動向

政府の取り組み
■欧州における実施済みおよび計画公表済みの化石燃料ボイラ禁止による影響

欧州各国では、特に新築建築物に対して化石燃料ボイラの禁止が既に行われている、または予定されている。
出典：The Future of Heat Pumps, IEA Figure 1.15

https://www.iea.org/reports/the-future-of-heat-pumps


１．ヒートポンプを取り巻く国際動向

まとめ
・ヒートポンプは現在のエネルギー危機の解決の鍵となる技術である。

「気候変動」→2030年時点で500 MtのCO2排出削減に寄与。
「エネルギー安全保障」→2030年時点で現在のロシア輸入の15%に相当する削減に寄与。
「エネルギー価格高騰」→光熱費の削減にも寄与。エネルギー高騰でそのメリットは拡大。

・ヒートポンプは世界中で急速に成長。各国が導入を支援しており今後も成長が見込まれる。

・暖房・給湯に加え、産業用加熱への活用や、将来エネルギーシステムにおけるフレキシビリ
ティ源としての活用も期待される。

・更なる普及に向けては初期費用、ランニングコスト、製造キャパシティー、設置業者不足等の
課題に対し、更なる取り組みが必要。



１．ヒートポンプを取り巻く国際動向

ご参考
・IEA特別レポート “The Future of Heat Pumps”

https://www.iea.org/reports/the-future-of-heat-pumps
・同、プレスリリース

https://www.iea.org/events/the-future-of-heat-pumps
・同、要約の和訳版（ヒートポンプ・蓄熱センターにて作成）

https://www.hptcj.or.jp/index/event/tabid/2049/Default.aspx
※ヒートポンプ・蓄熱センターのウェブサイトでは後日レポート全文の和訳版を掲載予定。

https://www.hptcj.or.jp

・IEAロードマップ “Net Zero by 2050”（2021年5月18日）
https://www.iea.org/reports/net-zero-by-2050

https://www.iea.org/reports/the-future-of-heat-pumps
https://www.iea.org/events/the-future-of-heat-pumps
https://www.hptcj.or.jp/index/event/tabid/2049/Default.aspx
https://www.hptcj.or.jp/
https://www.iea.org/reports/net-zero-by-2050


内容

１．ヒートポンプを取り巻く国際動向
（IEA特別レポート “The Future of Heat Pumps”）

２．国内寒冷地における活用拡大の可能性



２．国内寒冷地における活用拡大の可能性

背景 世界、日本、寒冷地自治体における脱炭素化の取り組み
■脱炭素化表明国（2021年11月9日時点、144カ国） ■寒冷地における脱炭素化の取り組み例

・札幌市 気候変動対策行動計画（2021年3月）

2030年目標：
温室効果ガス排出量を55％削減（2016年比）

主な取組(市民・事業者編)
［省エネ］徹底した省エネルギー対策

ZEHの推進－高断熱・高気密住宅
省エネ機器の導入補助等

［再エネ］再生可能エネルギーの導入拡大

・秋田県 第２次秋田県地球温暖化対策推進計画
（2022年3月改定）

2030年目標：
温室効果ガス排出量を54％削減（2013年比）

主な取組(家庭分野にかかわるもの一部抜粋)
・「見える化」と省エネ行動の定着
・省エネルギー性能の高い設備等の導入促進
・住宅の高断熱化の促進 など

脱炭素化に向けた世界的潮流の中、国や寒冷地自治体
では脱炭素化に向けた政策が設けられている。出典：資源エネルギー庁

出典：資源エネルギー庁
■日本における脱炭素化への道筋

2021年10月22日閣議決定 「地球温暖化対策計画」等
2022年4月1日施行（改正）「地球温暖化対策の推進に関する法律（温対法）」

エネルギー部門における脱炭素化イメージ

https://www.enecho.meti.go.jp/about/pamphlet/energy2021/003/
https://www.enecho.meti.go.jp/about/pamphlet/energy2021/003/


２．国内寒冷地における活用拡大の可能性

背景 寒冷地の暖房・給湯エネルギー需要
■エネルギー消費量の部門別構成比較

寒冷地では家庭部門のエネルギー消費量・CO2排出量が大きく（札幌市では約4割）、
そのうち暖房が約半分、給湯を含めると4分の3近くを占め、対策が必要。

出典：札幌市「札幌市エネルギービジョン家庭向け実践ガイド」

■札幌市における二酸化炭素排出量の部門別内訳（2016年）

出典：札幌市「札幌市気候変動対策行動計画」

■家庭における用途別エネルギー消費量の地域別比較（2017年度）
北海道・東北の暖房・給湯エネルギー消費量は全国でも大きい

出典：札幌市「札幌市気候変動対策行動計画」

https://www.city.sapporo.jp/energy/vision/
https://www.city.sapporo.jp/kankyo/ondanka/kikouhendou_plan2020/index.html
https://www.city.sapporo.jp/kankyo/ondanka/kikouhendou_plan2020/index.html


２．国内寒冷地における活用拡大の可能性

脱炭素に貢献するヒートポンプ
■ヒートポンプの高い省エネルギー性

ヒートポンプは周囲熱を活用し、高い省エネルギー性を持つ脱炭素化技術である。国際エネルギー機関（IEA）
の脱炭素化ロードマップや各国の施策で、ヒートポンプは主要な暖房技術に位置付けられている。

■各国のヒートポンプ推進施策（文中の「HP」はヒートポンプを指す）
国 政策名 内容

EU ・エネルギーシステム統合戦略
・REPowerEU Plan

・HP普及による暖房電化推進
・2030年までに3千万台導入目標

英 ・The Ten Point Plan
・Boiler Upgrade Scheme 等

・年60万台のHP導入目標。
・補助金（空気熱源は5千￡）

仏 ・新築建築物規制「RE2020」
・補助金「MaPrimeRenov’」 等

・新築建築物でHP等を推進
・改修で空気熱源HP等補助

米 ・ホワイトハウス 概況報告書 HP普及による既存建築物の電化等

■国際エネルギー機関（IEA）脱炭素化ロードマップ
”Net Zero by 2050”（2021年5月18日）

・暖房・建築物に関するマイルストーン
2025年 化石燃料ボイラーの新規販売停止
2030年 すべての新築建築物がゼロカーボン対応
2035年 販売されるほとんどの建築設備やエアコン

がクラス最高効率
2035年 先進国の電力がトータルでネットゼロ化
2040年 全世界の電力がネットゼロ化
2040年 建築物ストックの50%がゼロカーボン対応建築物化
2045年 暖房需要の50%をヒートポンプに転換（2050年55%）

・暖房設備ストックの推移
（2050年脱炭素化シナリオ）

脱炭素化シナリオでは、
建築物の暖房の大半を
ヒートポンプで供給する
必要があるとされている。



２．国内寒冷地における活用拡大の可能性

脱炭素に貢献するヒートポンプ
■クリーンエネルギー戦略 中間整理（2022年5月19日）

ヒートポンプの活用は国内のエネルギー政策においても主要な政策課題に位置付けられている。
家庭用給湯器等の数値目標や補助事業等により、各部門でヒートポンプの普及が図られている。

出典：クリーンエネルギー戦略 中間整理
（産業構造審議会 産業技術環境分科会 グリーントランスフォーメーション推進小委員会／

総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会 2050年カーボンニュートラルを見据えた次世代
エネルギー需給構造検討小委員会 合同会合 中間整理）

■地球温暖化対策計画（2021年10月22日）における数値目標

家庭用ヒートポンプ給湯器等に対して導入の
見込みが設定され、普及が計画されている。

家庭用ヒートポンプ給湯器 産業用ヒートポンプ業務用ヒートポンプ給湯器
出典：経済産業省「2020 年度における地球温暖化対策計画の進捗状況」

■ヒートポンプに関連する国の補助事業の例
先進的省エネルギー投資促進支援事業

ネット・ゼロ・エネルギー・ビル（ZEB）実証事業（経済産業省）
二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（環境省）

・先進設備・システム(A)、 EMS機器(D)、
指定設備(C) 設備区分「高効率空調」、「業務用給湯器」
指定設備(C) 設備区分「産業ヒートポンプ」

https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/sangyo_gijutsu/green_transformation/20220519_report.html
https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/sangyo_gijutsu/chikyu_kankyo/pdf/2022_001_04_02.pdf


２．国内寒冷地における活用拡大の可能性

再生可能エネルギーとしてのヒートポンプ
■ヒートポンプが利用する周囲熱のイメージ

■空気熱とは

■「再生可能エネルギー源」としての空気熱
・エネルギー供給構造高度化法

・改正地球温暖化対策推進法 地域脱炭素化促進事業

ヒートポンプが利用する周囲熱は太陽エネルギーに由来する永続的に利用可能な「再生可能エネルギー」と言え
る。空気熱は既に、我が国の各種法令や政策において再生可能エネルギーとして認められている。

出典：環境省「地域脱炭素に向けた改正地球温暖化対策推進法の施行に関する検討会（第4回）」・「地
方公共団体実行計画策定・実施マニュアルに関する検討会（第4回）」合同会合配布資料2 P.9出典：資源エネルギー庁「なっとく！再生可能エネルギー」

出典：総合資源エネルギー調査会新エネルギー部会（第37回）配付資料4（抜粋）

https://www.env.go.jp/policy/council/51ontai-sekou/y510-04b/mat02_2-1-1.pdf
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/renewable/other/index.html
https://warp.da.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/2444841/www.meti.go.jp/committee/materials2/data/g90825bj.html


２．国内寒冷地における活用拡大の可能性

１．脱炭素化

（CO2削減）

２．再エネ電力
の活用

（クリーンエネル
ギーの地産地消）

３．防災強化

（レジリエンス）

４．市民の家計
負担の軽減

（省コスト）

５．その他

（利便性）

ヒートポンプ活用のメリット

“空気熱”も含めたヒートポンプの活用には、主に上記の5つのメリットが得られると考えられる。
その他、付随的に安全（火災、熱中症リスクの低減）等のメリットあり。
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２．国内寒冷地における活用拡大の可能性

メリット１．脱炭素化（CO2削減）
■暖房の単位熱量（1MJ）あたりCO2排出量 [g-CO2]

ヒートポンプは灯油比で暖房で51%、給湯で27%程度のCO2削減（北海道の場合） 。
再エネ等拡大による電源の脱炭素化により、設置後も脱炭素化効果は年々増加すると予想される。

■給湯の単位熱量（1MJ）あたりCO2排出量 [g-CO2]

▲51%

▲27%

＜試算条件＞
・CO2排出係数

灯油 ：2.489 kg-CO₂/L      （環境省 算定方法ガイドライン）
都市ガス：2.234 kg-CO₂/Nm3 （同上）
電気 ：0.537 kg-CO₂/kWh （北海道電力2020年度実績値）

0.250 kg-CO₂/kWh （電気事業低炭素社会協議会
カーボンニュートラル行動計画2030年目標値）

0       kg-CO₂/kWh （2050年、電源脱炭素化達成）

・発熱量
灯油 ：36.7 MJ/L （環境省 算定方法ガイドライン）
都市ガス：44.8 MJ/Nm3 （同上）
電気 ：3.6 MJ/kWh

・暖房期間効率（HPTCJ想定）
灯油 ：90%（HHV基準）
ガス ：90% （HHV基準）
エアコン ：暖房期間COP=4.0
エコキュート：寒冷地年間給湯（保温）効率=2.7

エアコン・エコキュートは現状でも大幅なCO2削減効果（エアコンで灯
油比▲51%、エコキュートで▲27%）を持つが、再エネ等の拡大によっ
て2030年、2050年に向けて電源が脱炭素化する（CO2排出係数が減少
する）につれて、設置後もますますその脱炭素化の効果が大きくなると
予想される。
＝化石燃料暖房・給湯による”ロックイン”効果を回避するためにも早期
のヒートポンプ活用が望まれる。

https://e-lcs.jp/news/detail/000275.html
https://e-lcs.jp/news/detail/000275.html


２．国内寒冷地における活用拡大の可能性

メリット２．再エネ電力の活用（クリーンエネルギーの地産地消）
■”再エネの力で再エネ暖房・給湯”

“再エネの力で再エネ暖房・給湯”。“札幌市産”、”道産”の再エネ電力の地産地消に活用できる。

出典：札幌市

ヒートポンプが使用する電力の
うち、太陽光発電等の再エネ由
来分は、まさに再エネの力で再
エネを汲み上げて使う究極の再
エネ暖房と考えることもできる。

出典：HPTCJ

■ヒートポンプによる再エネの有効活用
再エネの導入拡大が計画される一方、その有効活用が期待される。

2022年1月末の北海道内の再エネ連系量は、太陽光214万kW、風力58万
kW、バイオマス51万kW、地熱3万kWとなり、北海道エリアの年平均電力
（約350万kW）の9割強に相当

115 133 154 188 199 214
35 39 44 48 53 58

2016 2017 2018 2019 2020 2021

太陽光
風力

（万kW）

2022年
1月末まで

（年度）
出典：北海道電力「2022年度ほくでんグループ経営計画の概要」

（ご参考）おひさまエコキュート
・太陽光発電の余剰電力を利用して、

主に昼間に沸き上げ
・東京電力の新電気料金「くらし上

手」に対応

※今後、寒冷地仕様が登場する可能性が
ある。

出典：ダイキン工業ウェブサイト

https://wwwc.hepco.co.jp/hepcowwwsite/corporate/ir/management/pdf/management_plan_2022.pdf
https://www.daikinaircon.com/sumai/alldenka/solar_ecocute/


２．国内寒冷地における活用拡大の可能性

メリット３．防災強化（レジリエンス）
■電気は災害時の復旧が比較的早い

4人家族の場合、
3~4日分の非常用水
が活用できる

非常時にも欠かせない
暖房・給湯の早期復旧が

期待できる

出典：ダイキン工業カタログ

出典：中部電力ウェブサイト

ヒートポンプが用いる電気は災害時の復旧が早く、エコキュートの貯湯は非常用水として活用可能。

■エコキュートの貯湯は非常用水として活用可能

https://katene.chuden.jp/comfortable/style/index.html


２．国内寒冷地における活用拡大の可能性

メリット４．市民の家計負担の軽減（省コスト）
■暖房エネルギーコスト試算例（ヒートポンプメーカー試算例）

暖房・給湯の比率が高い札幌市では、ヒートポンプによる家計負担（光熱費）の軽減が期待される。

■給湯エネルギーコスト試算例（ヒートポンプメーカー試算例）

電力 灯油 光熱費合計
消費量[kWh] 料金[円] 消費量[L] 料金[円] 料金[円] エアコンとの差額

エアコン 1,549 42,500 - - 42,500 -
灯油ボイラー（60円/L）

144 3,500 765

45,900 49,400 6,900
灯油ボイラー（70円/L） 53,600 57,100 14,600
灯油ボイラー（80円/L） 61,200 64,700 22,200
灯油ボイラー（90円/L） 68,900 72,400 29,900
灯油ボイラー（100円/L） 76,500 80,000 37,500
灯油ボイラー（110円/L） 84,200 87,700 45,200
灯油ボイラー（120円/L） 91,800 95,300 52,800

電力 ※ 灯油 光熱費合計
消費量[kWh] 料金[円] 消費量[L] 料金[円] 料金[円] エコキュートとの差額

エコキュート 2,298 43,500 - - 43,500 -
灯油ボイラー（60円/L）

345.1 14,600 637

38,200 52,800 9,300
灯油ボイラー（70円/L） 44,600 59,200 15,700
灯油ボイラー（80円/L） 51,000 65,600 22,100
灯油ボイラー（90円/L） 57,300 71,900 28,400
灯油ボイラー（100円/L） 63,700 78,300 34,800
灯油ボイラー（110円/L） 70,100 84,700 41,200
灯油ボイラー（120円/L） 76,400 91,000 47,500

※本試算結果は、一定の負荷条件下で行われたシミュレーション結果であり
実際の光熱費は実際の使用条件、機器等によって異なります。

＜エアコン試算条件＞
・外気温度条件 冷房時：30.8℃ 暖房時：-13.1℃
・空調期間 冷房：6～9月、暖房：10～4月
・電力料金 エコキュート：eタイム3プラス

その他：従量電灯Ｂ(60A)
＜エコキュート試算条件＞
・給湯負荷：5,845 kWh
・電力料金 エコキュート：eタイム3プラス

その他：従量電灯Ｂ(60A)

■北海道の灯油価格（過去5年間、配達価格）

出典：資源エネルギー庁 石油製品価格調査
灯油ボイラーとの比較においては、灯油価格（60～120円/L）によって暖房で約7～53千円/年、給湯で約9～48千円/年の家計負担軽減との試算例あり。
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https://www.enecho.meti.go.jp/statistics/petroleum_and_lpgas/pl007/results.html


２．国内寒冷地における活用拡大の可能性

メリット５．その他（利便性）
■手間要らず ■クリーン

ヒートポンプによる暖房には、市民の皆様の利便性を高める、その他のさまざまなメリットがある。

出典：三菱電機 ウェブサイト

出典：北海道電力 ウェブサイト 出典：ダイキン工業 ウェブサイト

0.5℃刻みのきめ細かい温度設定

帰宅前にスマホで外から操作

出典：日本冷凍空調工業会 ウェブサイト

■省スペース ■その他の便利機能

https://www.mitsubishielectric.co.jp/home/kirigamine/special/zubadan/
https://www.denpota.jp/smart/heating/
https://www.daikinaircon.com/kanreichi/index.html
https://www.jraia.or.jp/product/home_aircon/r_heating.html


２．国内寒冷地における活用拡大の可能性

“空気熱”ヒートポンプの現状
■空調製品例（寒冷地向けエアコン） ■給湯製品例

技術革新により、 2000年代後半頃から寒冷地の暖房、給湯、融雪に使用可能な空気熱源ヒートポンプが登場。
さらに省エネ性、快適性、利便性を高めるべく技術革新が進められている。

出典：ヒートポンプ機器メーカー ウェブサイト

■空調製品例（ヒートポンプ式温水暖房） ■融雪製品例



２．国内寒冷地における活用拡大の可能性

“空気熱”ヒートポンプの現状
■各メーカーのホームページで、強化された暖房機能を紹介。

①外気温が低くても十分な能力発揮、②立ち上がりの早さ、③気流の管理による快適性などがうたわれている。

（ダイキンホームページより抜粋）

（三菱電機ホームページより抜粋）

(シャープホームページより抜粋）

ヒートポンプの技術革新により、気象条件が厳しい寒冷地においても十分な暖房能力を発揮できるようになった。
暖房を強化した寒冷地エアコンとして、各メーカーから販売されている。



２．国内寒冷地における活用拡大の可能性

寒冷地におけるHPの更なる普及に向けて
■暖房 ■給湯

冷房需要によりエアコン普及率は上昇（26.6%@2014年）。但し、大多数は冷房のみに使用する標準地向け製
品となっており、冬期の暖房にも使用可能な寒冷地向け製品はわずか。寒冷地向けエアコンへのシフトが課題。

寒
冷
地

温
暖
地

戸建て 集合戸建て 集合

戸建て、集合住宅ともに寒冷地でもルームエアコン出荷台数は増加基調。
但し、北海道でも寒冷地向け製品は15%程度に留まる（業界関係者談）。暖房は依然石油（灯油）暖房
機器がメインとなっていると思われる。エアコンを暖房にも使用できるよう、寒冷地向けエアコンへの
シフトの促進が重要。また、ヒートポンプ温水暖房等の他のソリューションについても促進が必要。

集合住宅では寒冷地、温暖地ともに設置制約等によりヒートポンプ給湯機の採用は限定的。
寒冷地の戸建て住宅でのヒートポンプ給湯機の採用は、設置上の障壁（タンクの屋内設置等）にも関わ
らず増加基調だが、更なる促進が必要。

出典：HPTCJ 令和4年度 電化普及見通し調査報告書

石油暖房機器

ガス給湯器

石油給湯器

電気温水器 HP給湯機

ガス暖房機器
エアコン

https://www.hptcj.or.jp/index/newsrelease/tabid/2009/Default.aspx


２．国内寒冷地における活用拡大の可能性

寒冷地におけるHPの更なる普及に向けて
■暖房（エアコン）の負荷分担率 ■給湯（ヒートポンプ給湯機）のストックシェア

暖房・給湯におけるヒートポンプの割合を高めることが2050年カーボンニュートラルに大きく貢献すると考え
られる。

寒
冷
地

戸建て 集合戸建て 集合

出典：HPTCJ 令和4年度 電化普及見通し調査報告書

CO2削減効果
（寒冷地・温暖地）

https://www.hptcj.or.jp/index/newsrelease/tabid/2009/Default.aspx


２．国内寒冷地における活用拡大の可能性

寒冷地におけるHPの更なる普及に向けて
■国による補助金（令和４年度補正「高効率給湯器導入促進による家庭部門の省エネルギー推進事業費補助金」

ヒートポンプ給湯機を含む高効率給湯器の導入に補助金が設けられる。（2023年３月下旬受付開始予定）

＜情報源＞
資源エネルギー庁ウェブサイト
https://www.enecho.meti.go.jp/cate
gory/saving_and_new/saving/general
/housing/kyutokidonyu/kyutodonyuh
ojo.html

給湯省エネ事業ウェブサイト
（資源エネルギー庁）
https://kyutou-shoene.meti.go.jp/

執行団体ウェブサイト
（一般社団法人 環境共創イニシアチブ）
https://sii.or.jp/hewh04r/

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/general/housing/kyutokidonyu/kyutodonyuhojo.htmlhttps://jutaku-shoene2023.mlit.go.jp/

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/general/housing/kyutokidonyu/kyutodonyuhojo.html
https://kyutou-shoene.meti.go.jp/
https://sii.or.jp/hewh04r/


２．国内寒冷地における活用拡大の可能性

寒冷地におけるHPの更なる普及に向けて
■寒冷地自治体による補助金（札幌市、秋田県）

札幌市「省エネ機器エネルギー源転換補助金」 秋田県「家電の省エネ促進生活支援事業」

札幌市をはじめ、寒冷地の自治体でもヒートポンプに活用できる新しい補助金が設けられている。
出典：札幌市 出典：秋田県

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
https://www.pref.akita.lg.jp/pages/archive/69794

https://www.city.sapporo.jp/kankyo/energy/hojo/energytenkan.html
https://www.pref.akita.lg.jp/pages/archive/69794


２．国内寒冷地における活用拡大の可能性

まとめ
・世界的な脱炭素化の潮流の中、ヒートポンプによる脱炭素化が世界的に期待されている。
・寒冷地でエネルギー消費量・CO2排出量の割合が大きい家庭部門、中でも暖房・給湯における
ヒートポンプの更なる普及が重要な役割を果たすと考えられる。

・空気熱は地中熱と並んで「再生可能エネルギー」として認められている。
・ヒートポンプの活用には主に下記のようなメリットがある。

１．脱炭素化
２．再エネ電力の活用
３．防災強化
４．市民の家計負担の軽減
５．その他（利便性）

・2000年代後半頃から、十分な暖房・給湯等を行える寒冷地向けのヒートポンプが登場した。
・2050年カーボンニュートラル実現に向け、寒冷地での更なるヒートポンプ活用が望まれる。
・国や寒冷地自治体からは、ヒートポンプに活用できる新たな補助金が創設されている。



２．国内寒冷地における活用拡大の可能性

（ご参考）寒冷地向けHP製品情報
・寒冷地の電力会社による認定エアコン

北海道電力：寒冷地向け「あったかエアコン」
東北電力 ：東北電力推薦暖房エアコン

・製品情報（ヒートポンプ・蓄熱センター賛助会員企業およびその関連会社）
コロナ ダイキン工業
東芝ライフスタイル パナソニック
日立グローバルライフソリューションズ 富士通ゼネラル
三菱重工サーマルシステムズ 三菱電機

https://www.denpota.jp/smart/heating/
https://www.tohoku-epco.co.jp/dprivate/sl-denka/relief/living/aircon/
https://www.corona.co.jp/aircon/aircon/
https://www.ac.daikin.co.jp/kanreichi
https://www.toshiba-lifestyle.com/jp/air_conditioners/
https://panasonic.jp/aircon/fulldan_feature.html
https://kadenfan.hitachi.co.jp/ra/lineup/lineup_heating.html
https://www.fujitsu-general.com/jp/products/aircon/pr/gokudan/index.html
https://www.mhi-mth.co.jp/customer/room/dangan/
https://www.mitsubishielectric.co.jp/home/kirigamine/special/zubadan/


ご清聴ありがとうございました

一般財団法人 ヒートポンプ・蓄熱センター
国際・技術研究部

旭 貴弘
asahi.takahiro@hptcj.or.jp

mailto:asahi.takahiro@hptcj.or.jp
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